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1　ま　え　が　さ

耐冷機械移植技術として．彙齢増加苗の育苗法及び戯朗巴

法等の個別研究の成果を第6報までに報告したが，ここで

は個別研究の成果を基に，これを総合的に30a区劇は場で

組立技術の実証を行い．技術の実用性と経済的評価を行っ

たのでその概要を報告する。

2　試　験　方　法

（1）作業体系

供試した主な機械として，49PSトラクタを基幹とした

大型機械体系を取り上げ，成乱中苗体系とも同一作業機

を使用した。

（2）耕任概要

成，中苗移植体系とも同一施肥星とした。

表1品種．施肥埴

土 壌 年型 品　 稽

施肥 塁 （旬／10 8）

堆　　 月巴‾　 亮 肥

分 幼

厚同園槙質

火 山 灰 土
ハヤ二シキ

N

P 20 5

K20

10 2 2
生ワラすき

込み
30

15 2

3　試　験　結　果

（1）作業能率，精度及び収量

108当りの投下労働時間（用排水路，畦畔の補修は含ん

でいない）は，中苗移植体系39．1時間に対して成苗移植体

系は43．1時間であった。成苗移植体系の投下労働時間は中

苗移植体系に比較して4時間多く要した。

労助時間を多く要した理由は．投下術数が多いことによ

る床土語，播種作業と育苗期間が長いことによる育苗管理

作業が主要因であり，次いで，苗運搬，田植え．補値など

の移植作業関係である。田植機による移植作業そのものは

表2にみられるように，作業速度も中苗移植作業と変りな

く・苗箱数が多いことによる苗補給に多少時間が多くかか

る程度で，中苗移植体系と大差のない能率である。

移植作業精度は，成苗移植体系は場の土壌が軟いことも

あって・埋没欠株が多少みられ植付深も深くなったが，欠

株率3，0％，1株横付本数4．3本，植付本数の変動係数

（C．Ⅴ）46％とはば計画通りの精度で作美ができ，中苗移

植体系と比較して遜色のない作業内容であった。

108当りの必要箱数は．計画株間14と罰に対して実際は17

mと株間が広くなり・このため計画投下苗箱数40箱／108

に対して37箱となった。ガ当り22～23株．1株植付本数

4・0本とすれば108当り約40衛の箱数が必要である。

出穂は中苗移構体系と比較し2～3日早まったが，収量

は株数が計画より少なかったこともあって倍数が確保され

ず・中苗移植に比べて5％の減収となった。しかし．株数

が同じ歩行用田植機で移植した区は中苗移植と同一収量を

示した。以上，成苗移植体系を308区画は場で実証した結

果，投下労働時間，資材も多く要するが，中苗移植と比べ

て安定性があり実用性が充分認められた。

蓑2　作業能率，精度（昭．57）

項 目　　　　 体 系 別 成　 苗 体　 系 中　 苗

供 条

試

苗 件

播 種 星 （グ ／箱 ） 70 10 0

育 苗 日数 （　 日　 ） 45 3 5

葉　　 齢 （　 葉 ） 4．2 3．2

作

業

能

率

構

度

供　 試　 機　 械 歩 行

4 粂

乗 用

4 条

乗 用

4 条

能　　 率 （分 ／10 8 ） 4 8．1 40．6 39．0

株　　 間 （ 蕗 ） 13 ．8 17．0 13．5

畦　　 間 （ 雄 ） 30．9 3 0．2 3 0．2

植 付 本 数 （ 本　 ） 3．4 4．3 5．5

植 付 深 （　 佃　 ） 4．5 4．6 3．7

欠 株 率 （　 ％　 ） 6．7 3．0 1．4

箱　 数 （箱 ／10 8 ） 4 4 3 7 3 1

収

量

棟　 数 （本 ／扉 ） 449 3 9 1 4 6 7

構 玄 米 重 u g ／10 8 ） 56 5 5 3 6 5 65

出 穂 期 （月 ・日 ） 8．1 0 8 ．10 8．1 2
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表3　体系別作業時間

作 業名　　　 系別 成　　 苗 中　　　 苗

種　　 子　　 予　　 措 0 1　　 20′ 0 1　 20 ′

床 土 語 ．播 種 ，出 芽等 3 ．　 26 2 ，　 15

ハ ウス建 ，置床 準 備 ，等 4 ，　 41 2 ，　 30

育　　 苗　　 管　　 理 3 ．　　 46 2 ．　 33

移　　 植 （補植 含 み ） 4 ，　 53 4 ，　 20

耕 起 ．施 肥 ． 代 か き 2 ，　 10 2 ，　 10

除　　　　　　　　 草 7 ，　 27 7 ，　 27

収　 穫 ，　 乾　 燥 5 ．　 39 5 ，　 46

水 管 理 ， そ　 の 他 10 ．　 43 1 0 ，　 43

合　　　　　　 計 43 ⊂；　 05 ′ 39 0，　 0 4′

（2）経営経済的評価

成苗移植体系は，従来の稚苗．中苗体系に比して，育苗

作業における労助時間や使用資材を多く必要とする。

108当たり育己削こ要する費用は，成苗体系が19，730円

と中苗より4，925円仁推苗より8．914円多くかかる。

この育苗費用の増加が主となって．成苗移植体系の108

当り生産費は89．781円となり，中苗より6．145円，稚苗よ

り9，840円の増となった。この生産費の増加分を補うため

には．中苗体系より21七g／108．稚苗体系より33毎／108

の増収が必要である。

蓑4　体系別生産費（56年価格で算出）　単位：百円

　 体 系

費 目

単　　　　　　 独 組　 合　 体　 系

成 苗 中　 苗 稚　 苗 維 ・中 ・成 維 ・中

資 材 費
30 0 276 266 279 271
（8 1） （57） （42） （58） （49）

水 利 賛 67 67 6 7 67 67

建 物 費
28 25 22 22 21

（ 13） （10） （ 7） （10） （ 8）

農機具費
240 232 2 26 15 2 172
（ 36） （29） （22） （21） （21）

労 働 費
26 3 237 218 237 226

（ 67） （52） （37 ） （50） （43）

合　 計 8 98 837 799 757 757
（19 7） （148） （108） （139） （12 1）

注．1）労賃はオペ800円／時間．一般600円／時間
2）農機貝費の消却費は，滝沢における好適作期の

利用限界から算出。
3）（）内は育苗作業に伴う費用。

そこで，昭和54～57年における収量水準から評価すれ

ば，55．56年の冷害による減収程度の大きい年次において

は成苗移植体系が安定し．収益性で中，稚苗体系より有利

である。特に，晩生踵収益性が高く有利である。しかし．

54，57年の収量性が高い年次では成苗体系は収益性が他の

2体系より劣った。4か年平均のもとでの収益性は成苗移
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図1　主産物60匂当たり生産費

植体系が必ずしも有利ではない。また，生産物60吻当りの

生産費をみると，成苗体系が他の2体系に比較して低くな

るのは．55年の晩生種．56年における中，晩生種だけであ

り，4か年平均では成苗移植体系がすべての品種において

最も高くなっている。

成苗移植を取り入れろことによって作期の拡大が可能と

なり，移植適期幅の増大により農業機械の利用面積の拡大

が可能となって農業機械費が低減され，成，中，推苗移植

体系の組合せと推，中苗移植体系を組合せた二つのパター

ンの生産費を比較してみるとはほ同額となる。

4，　ま　　と　　め

（1）播種量70才の散播成苗移植体系は現在，一般的に普

及している中・成苗用田植機を利用しての実用性は十分認

められる。その場合の必要常数は40箱／108前後である。

（2）投下箱数も多いことから育苗関係の労働時間，経費

も多く要し．108当りの労働時間は約43時間で中苗体系よ

り4時間多くなった。

（3）本体系は，冷害による減収程度が大きい年次におい

て椎．中苗体系に比較して収益性の面で有利性を発揮する

技術であるが，54～57年の4か年平均では必ずしも有利と

言えず．平常年においても生産費の増加分を補う総合的な

増収技術の確立が必要である。しかし．椎，中苗体系を組

合せることによって，田植機，トラクタ等の利用面墳拡大

が可能となり，生産費の増加を伴わない稲作が可能となる。




